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           都市計画法第 43 条 建築許可 申請要領           R8.4  

都市整備部 土地政策課  TEL 053-457-2643 

北部都市整備事務所（浜名区役所内） TEL 053-585-1161 

○ 中央区の区域内の許可の申請は、都市整備部土地政策課に提出して行うこと。 

○ 浜名区･天竜区の区域内の許可の申請は、北部都市整備事務所（浜名区役所内）に提出して行うこと。 

○ 都市計画法第43条の申請は、提出書類を「添付図書一覧書類」の番号順に製本（左綴じ）したものを提出して行うこと。 

○ 申請書は、「正本」１部、「副本」として都市計画法施行規則第60条適合証明申請書１部が必要です。 

○ 農地転用が必要となる場合は毎月15日が申請の〆切になります。不明な点は〆切前に提出先にご相談ください。 

 

１ 申 請 種 別 に つ い て 

内 容 該当条項号 概 要 

集 落 内 の 日 用 品 店 舗 令第36条第1項第3号イ 
市街化調整区域内に居住している者の日常生活に必要な飲食

店，物販店，サービス店などの店舗等 

集 落 内 の 公 益 的 施 設 令第36条第1項第3号イ 
市街化調整区域内に居住している者の日常生活に必要な金融

機関，医療施設，社会福祉施設，介護関連施設，幼稚園等 

観 光 関 連 施 設 令第36条第1項第3号イ 観光施設立地誘導地区内における観光店舗等 

農 林 漁 業 関 連 施 設 令第36条第1項第3号イ 
農林漁業にかかる加工施設，貯蔵施設，選果場，観光農園施設

等 

工 場 敷 地 の 拡 張 令第36条第1項第3号イ 3年以上適法に操業する工場の敷地拡張 

沿 道 施 設 令第36条第1項第3号イ 
ドライバー等の為の休憩機能を有する食堂・コンビニ等の沿

道サービス施設等 

地 区 計 画 区 域 内 の 建 築 令第36条第1項第3号イ 地区計画の区域内で定められた内容に適合する建築 

市 街 地 縁 辺 集 落 の 建 築 令第36条第1項第3号ロ 
市街地縁辺集落内における専用住宅，併用住宅（事務所，店舗

併用のみ），共同住宅の建築 

旧 住 宅 地 造 成 事 業 

地 区 内 の 建 築 
令第36条第1項第3号ハ 

旧住宅地造成事業に関する法律第 4 条の認可を受けて造成さ

れた土地の敷地分割・用途の変更を伴う新築・増築 

農林漁業協同組合事務所 

・ 自 治 会 施 設 等 
令第36条第1項第3号ハ 

農林漁業協同組合の事務所，自治会または地域防災組織など

が設置する自治会館，祭事倉庫等 

特 定 路 線 に お け る 

沿 道 商 業 施 設 
令第36条第1項第3号ハ 

特定路線における小売店舗，サービス店舗，飲食店舗等の沿道

商業施設 

医 療 拠 点 周 辺 の 

公益的施設・日用品店舗 
令第36条第1項第3号ハ 

医療拠点周辺における金融機関，医療施設，社会福祉施設，介

護関連施設，日用品店舗等 

既存病院・社会福祉施設の 

関 連 施 設 
令第36条第1項第3号ハ 

既存の病院・社会福祉施設の近接地における，既存施設に関連

する社会福祉施設、介護関連施設の建築 

大規模既存集落における 

自 己 専 用 住 宅 
令第36条第1項第3号ハ 

20 年以上生活の本拠を有する連合自治会区内の大規模既存集

落内における自己専用住宅 

子の世帯の自己専用住宅（分家） 令第36条第1項第3号ハ 
親等の世帯が線引き前から所有している土地への子の世帯の

自己専用住宅 
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線引き前所有地における 

自 己 専 用 住 宅 

(旧既存集落内の自己専用住宅) 

令第36条第1項第3号ハ 
申請者が線引き前から所有している土地での自己専用住宅

（線引き前の所有者から相続された土地を含む） 

内 容 該当条項号 概 要 

複数敷地を利用した建替え 令第36条第1項第3号ハ 同じ用途が存在する複数の線引き前宅地を一体使用する建替 

線 引 き 前 宅 地 の 利 用 令第36条第1項第3号ハ 
線引き前宅地で現在地目が宅地の土地における，第 2 種低層

住居専用地域用途の建築物の新築・用途変更 

公 共 事 業 等 に よ る 移 転 令第36条第1項第3号ハ 
土地収用法対象事業，土地区画整理事業等の施行に伴う建築

物の移転 

開発不適区域内から移転する 

建 築 物 ( 専 用 住 宅 ) 
令第36条第1項第3号イ 

市街化調整区域内のうち都市計画法上適法な建築物が下記対

象区域に係る場合において、建築物の除却を前提とした移転

（専用住宅） 

開発不適区域内から移転する 

建 築 物 ( 専 用 住 宅 以 外 ) 
令第36条第1項第3号イ 

市街化調整区域内のうち都市計画法上適法な建築物が下記対

象区域に係る場合において、建築物の除却を前提とした移転

（専用住宅以外） 

専用住宅の許可建築物の 

許 可 者 移 転 （ 承 継 ） 
令第36条第1項第3号ハ 

許可（専用住宅）を受けて5年以上適法に使用され，やむを得

ない事情による，同用途での許可者の変更（承継） 

専用住宅以外の許可建築物の 

許 可 者 移 転 （ 承 継 ） 
令第36条第1項第3号ハ 

許可（専用住宅以外）を受けて5年以上適法に使用され，やむ

を得ない事情による，同用途での許可者の変更（承継） 

許可建築物の専用住宅への 

用 途 変 更 ・ 許 可 者 移 転 
令第36条第1項第3号ハ 

許可を受けて20年以上適法に使用され，やむを得ない事情に

よる，専用住宅への使用用途の変更及び許可者移転（承継） 

許 可 宅 地 の 宅 地 分 譲 令第36条第1項第3号ハ 
許可を受けて20年以上適法に使用され，やむを得ない事情に

よる，住宅への宅地分譲（区画の変更が伴わないもの） 

やむを得ない敷地の拡張 

･ 未 接 道 地 の 敷 地 拡 張 
令第36条第1項第3号ハ 

既存の住宅又は併用住宅の，やむを得ない事情で敷地拡大を

伴う建替・増築，または未接道地の敷地拡張 

社 会 福 祉 施 設 等 の 

敷 地 の 拡 張 
令第36条第1項第3号ハ 

5年以上適法に営業する社会福祉施設，医療施設，保育施設等

の敷地の拡大 

第 2 種 特 定 工 作 物 に 

準 ず る 施 設 
令第36条第1項第3号ハ 第2種特定工作物に準ずるスポーツ施設及びその管理施設 

市 民 農 園 施 設 令第36条第1項第3号ホ 
市民農園設置にかかる農業用倉庫，トイレ，休憩施設，講義施

設，管理施設等 

開 発 審 査 会 承 認 令第36条第1項第3号ホ 個別に開発審査会の承認をうけたもの 
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２ 添 付 図 書 一 覧 

○：添付必要図書 △：内容により必要となる図書、「正本」：番号順に製本（左綴じ）１部、「副本」：★印のみ製本１部を提出 
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1 4 3 条 許 可 点 検 票 1 1 1 1 1 1 1 2 2 2 2 2 2 3 3 3 

2 許 可 申 請 書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

3 ★適合証明申請書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

4 申 請 概 要 書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

5 報 告 書        △ △ △ △ △ △ △ △ △ 

6 
申請者住民票謄本 

(法人の登記事項証明書) 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

7 親等の戸籍証明等              △ ○ △ 

8 改製原戸籍の附票              △   

9 住 所 地 案 内 図              ○   

10 親等の住民票謄本              △ ○ △ 

11 事 業 経 歴 書 ○ ○ △ △ ○ ○     ○ ○ ○    

12 資 格 免 許 等 証 明 書 ○ ○ △ △  ○    △ ○ ○ △    

13 ★ 位 置 図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

14 ５ ０ 戸 連 た ん 図 ○ ○            △ ○ ○ 

15 ★ 公 図 写 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

16 
線 引 き 前 宅 地 の 

判 定 資 料 
    △            

17 
都 市 計 画 法 の 

許 可 書 等 の 写 
    △            

18 
申 請 地 土 地 

登 記 事 項 証 明 書 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

19 
線 引 き 時 か ら の 

土地登記事項証明書 
              ○ ○ 

20 
関 係 土 地 の 

登 記 事 項 証 明 書 
    ○            

21 既 存 建 築 物 資 料     ○        ○    

22 ★申請土地求積図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

23 ★ 建 物 配 置 図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

24 申 請 土 地 断 面 図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

25 ★ 建 物 平 面 図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

26 ★ 建 物 立 面 図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

27 申 請 地 現 況 写 真 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

28 土地使用承諾書等 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○  

29 固定資産課税台帳              ○ ○ ○ 

30 農 用 地 連 絡 票 △ △ △ △ △ △  △  △ △ △ △ △ △ △ 

31 受 付 証 明 △ △ △ △ △ △  △  △ △ △ △ △ △ △ 

32 移 転 計 画 書                 

33 その他必要な図書 △ △ △ △ △ △ △ ○ △ △ △ △ △ △ △ △ 
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○：添付必要図書 △：内容により必要となる図書、「正本」：番号順に製本（左綴じ）１部、「副本」：★印のみ製本１部を提出 
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1 4 3 条 許 可 点 検 票 4 4 5 5 5 6 6 6 6 6 7 7 7 7 

2 許 可 申 請 書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

3 ★適合証明申請書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

4  申 請 概 要 書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

5 報 告 書 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △  

6 
申請者住民票謄本 

(法人の登記事項証明書) 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

7 親等の戸籍証明等              △ 

8 改製原戸籍の附票              △ 

9 住 所 地 案 内 図              △ 

10 親等の住民票謄本              △ 

11 事 業 経 歴 書       ○    ○ ○  △ 

12 資 格 免 許 等 証 明 書       △  ○  △  ○ △ 

13 ★ 位 置 図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

14 5 0 戸 連 た ん 図   △ △           

15 ★ 公 図 写 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

16 
線 引 き 前 宅 地 の 

判 定 資 料 
○ ○   

 
    △ △   △ 

17 
都 市 計 画 法 の 

許 可 書 等 の 写 
   ○ ○ ○ ○ ○ ○ △ △   △ 

18 
申 請 地 土 地 

登 記 事 項 証 明 書 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

19 
線引き時からの土地

登 記 事 項 証 明 書 
    

 
         

20 
関 係 土 地 の 

登 記 事 項 証 明 書 
○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ 

21 既 存 建 築 物 資 料 ○   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   △ 

22 ★申請土地求積図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

23 ★ 建 物 配 置 図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

24 申 請 土 地 断 面 図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

25 ★ 建 物 平 面 図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ 

26 ★ 建 物 立 面 図 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○ 

27 申 請 地 現 況 写 真 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

28 土地使用承諾書等 △ △ △ △ △ ○ ○ ○ △ △ △ △ △ △ 

29 固定資産課税台帳   △ ○ ○ ○ △ ○  △    △ 

30 農 用 地 連 絡 票  △ △ △ △     △ △ △ △ △ 

31 受 付 証 明  △ △ △ △     △ △ △ △ △ 

32 移 転 計 画 書    〇 〇          

33 その他必要な図書 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ ○ 
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３ 添 付 図 書 内 容 

番号 図書の名称 明示事項 

1 
点検票1～7 

（様式45-1～45-7） 

・記載されている番号（1～7）の点検票を添付すること。 

・各項目の「○」または「□」を赤鉛筆等でチェックすること。 

・代行申請者の住所・氏名・電話番号を下部に記入すること。 

2 許可申請書（様式35） 

・申請内容により新築・改築・用途の変更のチェックをし、申請日を必ず記入するこ

と。 

・新築・改築の場合は、申請者は、建築確認申請の申請者と同一とし、敷地面積は、

登記面積と実測面積を記入すること。 

・4.の欄は、申請種別の該当条項号と内容のみ記入すること。 

3 
適合証明申請書 

（様式43-1） 

・該当条項号・内容の欄は、申請種別から該当するものを記入すること。 

・申請者は、建築確認申請の申請者と同一とし、敷地面積欄は、登記面積と有効面積

を記入すること。 

・建築物の用途欄は、建築確認申請の用途と同一とすること。 

・建築物の用途欄、構造欄及び延べ面積欄は、敷地内の既存・申請建物すべてを建物

ごとに記載すること。増築の場合は二段書きで増築部分の面積を記載すること。 

4 申請概要書（様式46） ・立地の理由・必要性、事業等の内容等、申請敷地の現況について記入すること。 

5 報告書（様式50） ・申請敷地が災害ハザードエリアに該当する場合、添付すること。 

6 
申請者住民票謄本 

（法人の登記事項証明書） 

・同居予定者全員の続柄のわかる住民票を添付すること。 

・個人番号入りの住民票は申請図書には使用できません。 

・「大規模既存集落における自己専用住宅」「子の世帯の自己専用住宅（分家）」「線

引き前所有地における自己専用住宅」は本籍が記載された住民票を添付すること。

（戸籍証明との整合を示すこと） 

・法人申請の場合は、会社等の謄本を添付すること。 

・発行後3ヶ月以内のものを添付すること。（複写可） 

7 親等の戸籍証明等 

・親等の世帯と申請者との関係がわかる戸籍の全部事項証明書等を添付すること。

（複写可） 

※「子の世帯の自己専用住宅（分家）」「線引き前所有地における自己専用住宅」の申

請の場合は、線引き時点の土地所有者から申請者までの関係がわかる戸籍と、線引

き時点の土地所有者から申請者までの関係がわかる家系図を添付すること。 

8 
戸籍の附票 

（改製原等） 

・申請者又は親等の世帯が、特定の連合自治会区または大規模既存集落内に昭和 47

年1月11日以降20年以上居住していることが住民票で確認できない場合、本籍地

が記載された戸籍の附票を添付すること。（複写可）※住民票の日付の確認は、【住

所を定めた年月日】とする。 

9 住所地案内図 

・申請者又は親等の世帯が、特定の連合自治会区または大規模既存集落内において20

年以上・現在1年以上居住している住所地を大規模既存集落の詳細図に明示して添

付すること。 

※戸籍の附票により居住歴を確認する場合は、過去の住所地も添付すること。 

10 親等の住民票謄本 

・「子の世帯の自己専用住宅(分家)」と、「大規模既存集落内の自己専用住宅」で要件

者が親の場合、本籍の記載された住民票を添付すること。 

・個人番号入りの住民票は申請図書には使用できません。 

・発行後3ヶ月以内のものを添付すること。（複写可） 

11 事業経歴書 ・申請業種の就業経歴、経営実績等を示す資料を添付すること。 

12 資格・免許等証明書 
・申請内容により必要な資格証、免許証等の写しを添付すること。 

例）医師免許証明書、農家資格証明、調理師免許、他 

13 位置図 

・浜松市地形図（縮尺1/2500）を使用すること。住宅地図（縮尺1/2500程度）でも

可。 

・申請敷地を赤枠で囲むこと。 

14 50戸連たん図 
・浜松市地形図（縮尺1/2500）を使用して、50 戸の連たん状況（地図上に敷地単位

で1から50までの番号を記入）を明示すること。 

15 公図写し 

・法務局の公図写しを添付すること。 

・申請敷地を赤枠で囲むこと。 

・申請地及び隣接地の土地所有者、地目、面積を明示すること。（「市街地縁辺集落の

建築」の申請については、道路等の対側地及び同一所有者で連続する土地の土地所

有者、地目、面積も明示すること。） 

・発行後3ヶ月以内のものを添付すること。（複写可） 
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番号 図書の名称 明示事項 

16 

線引き前から宅地利用

していた判定資料①～

④ 

①既存宅地確認通知書写し（又は、確認番号・確認日付を別紙に記入し添付） 

②農地転用許可書写し（又は農地転用許可証明） 

③事前協議による航空写真確認（事前協議番号を別紙に記入し添付） 

④その他線引き前から宅地利用が証明できる資料（例：43条建築許可、60条適合証明

等の写し） 

※申請地の土地登記事項証明書で線引き前から宅地利用していることが判断できる

場合は、添付を省略可能 

 

17 

 

都市計画法の許可書等

の写し 

・既存敷地における都市計画法の手続き（43条建築許可、60条適合証明等）の許可書

等の写しを添付すること。 

※紛失した場合は、許可内容（許可種別・許可番号・日付）を別紙に記入し添付する

こと。 

18 
申請地土地登記事項証

明書 

・全部事項証明書（法務局で発行）を添付すること。 

・発行後3ヶ月以内のものを添付すること。（複写可） 

19 
線引き時からの土地登

記事項証明書 

・線引きの日から現在までの土地の履歴【表題部】及び所有者の履歴【権利部（甲区）】

が、申請地土地登記事項証明書で確認できない場合に添付すること。 

・日付の確認は、表題部は【登記の日付】、権利部は【受付年月日】となります。 

・発行後 3 ヶ月以内のものを添付すること。（複写可）※閉鎖登記簿謄本については

発行後3ヶ月以内でなくても可。 

20 
関係土地の 

登記事項証明書 

・添付図書16.または17．が必要な場合で、その許可等の日付から現在までの土地の

履歴【表題部】が、申請地土地登記事項証明書にて確認できない場合に添付するこ

と。 

・日付の確認は、【登記の日付】となります。 

・発行後 3 ヶ月以内のものを添付すること。（複写可）※閉鎖登記簿謄本については

発行後3ヶ月以内でなくても可。 

21 既存建築物資料 

・既存建築物の課税証明書又は登記事項証明書を添付すること。 

 

・発行後3ヶ月以内のものを添付すること。（複写可） 

※内容により建築確認通知書写し、平面図、立面図、内部写真等も必要になります。 

22 申請土地求積図 
・申請敷地の実測面積の求積図を添付すること。 

※道路後退がある場合は、後退後の有効面積の求積図も記入すること。 

23 建物配置図 ・建物配置図・土地断面図の明示事項並びに作成図面例を参照すること。 

24 土地断面図 ・建物配置図・土地断面図の明示事項並びに作成図面例を参照すること。 

25 建物平面図 
・建築確認申請と相違ないものを添付すること。建築面積・延床面積の求積図も添付

すること。 

26 建物立面図 ・建築確認申請と相違ないものを添付すること。建物の最高高さを記入すること。 

27 申請地現況写真 
・申請地全体の状況（建物・接道等）が判断できるように、２面以上の方向からの写

真を添付し、申請地の部分を赤枠で囲むこと。 

28 土地使用承諾書 

・申請者と土地所有者が異なる場合は、土地使用承諾書（様式なし）または土地売買

契約書写し等を添付すること。なお、仮登記権や地役権が設定されている場合は、

権利者の同意書又は同意が得られている旨の申立書も添付すること。 

・許可建築物の承継の場合は建物に関するもの（売買契約書写し等）を添付すること。 

29 
固定資産課税台帳 

（名寄帳） 

・申請者世帯又は親等の世帯（申請に係る全ての課税義務者）の、固定資産（土地／

家屋）課税台帳【名寄帳】を添付すること。固定資産が無い場合は、無資産証明書

又は固定資産が無いことの申告書を添付すること。 

30 農用地連絡票 

・申請地が農地の場合は、農用地（青地）利用計画の変更の通知書の写し（担当部局

の合議が必要）、農用地区域外の証明（白地証明書）の写しまたは公図への白地合議

印を押印したものを添付すること。（農地利用課で発行） 

31 受付証明 

・農地転用の申請が必要な場合は、43 条許可申請書のコピーを綴じずに提出するこ

と。※許可申請時に受付印が押され返却されたものを、農地転用の申請に添付して

ください。 

32 移転計画書(様式49) 
・従前建築物の概要は添付図書21の資料と整合させ、除却の工事完了予定年月日を

必ず明記すること。 
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番号 図書の名称 明示事項 

33 その他必要な図書 

◎「市街地縁辺集落の建築」の申請の場合、下水道接続箇所の竣工図写し又は下水道

配管図（下水道工事課で発行、取付管が設置可能であることの確認印（合議）が必

要）、許可要件の道路幅員が明らかでない場合は道路台帳現況平面図の写し、隣接

地（道路等の対側地も含む）の所有者（許可申請前1年間の全ての所有者をいう）

が申請地と同一の場合は、同時に新たな開発行為ができないことの確認書（様式47）

を添付すること。 

◎「公共事業等による移転」の申請の場合、事業担当課からの副申書及び収用地資料

（土地・建物謄本、配置図・平面図等、従前建物の用途、面積がわかるもの）を添

付すること。 

◎「地区計画区域内の建築｣の申請の場合、届出受理通知書の写しを添付すること。 

◎都市計画施設等の区域内での建築の申請の場合、53 条許可書の写しを添付するこ

と。 

◎「開発審査会承認」の申請の場合、結果通知書の写しを添付すること。 

◎大規模既存集落外の土地で「小規模な工場等」を申請する場合、150 戸連たん図を

添付すること。 

※その他、他法令の許認可の状況を示す資料の添付を要求する場合があります。 

建物売買契約書写し、社会福祉施設等の施設証明、企業調査の結果通知書の写し、

営農分布図等、自己専用住宅の申請で申請者が未婚の場合は親等からの婚約証明書

（2名以上（新郎側、新婦側）のもの）、婚約者の住民票、その他許可基準の要件の

確認に必要な図書 

◎開発不適区域が存する申請は建築制限解除について協議録を添付すること。 
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建物配置図・土地断面図の明示事項 

 
《建物配置図》 
 
１．建築物の配置について 
・ 隣地境界からの離隔距離を明示すること。（少なくとも２方向以上から） 

 

２．建築物について 
・ 用途、構造、階数、建築面積、床面積を明示すること。 

・ 新築建物、既設建物の区分を明示すること。 

 

３．排水について 
・ 雨水、汚水の排水経路（排水施設の種別、位置、経路、桝、排水先の名称）を明示すること。 

・ 排水先となる道路側溝、水路、公共下水道等の位置、名称を明示すること。 

 

４．接道状況について 
・ 接続道路について、路線名称、幅員を明示すること。 

・ ２項道路、法定外道路、位置指定道路、１項４号道路等に接する場合は、建築行政課（申請地が浜

名区･天竜区の場合は北部都市整備事務所）の確認・合議をすること。 

・ 道路後退が発生する場合は、道路中心線、道路後退ライン並びに後退距離を明示すること。 

・ 建築基準法の４３条による接道の場合、建築行政課（申請地が浜名区･天竜区の場合は北部都市整備

事務所）との協議状況を明示すること。 

・ 許可基準上接道幅の要件がある場合、接道幅を明示すること。 

 

５．水路占用について 
・ 水路占用の位置（申請敷地との関係）、形状（幅×長さ）を明示すること。 

・ 占用許可の申請状況を明示すること。（許可済、申請中、事前協議済等） 

 
６．造成計画について 
・ 申請地と隣地との高低差を明示すること。 

・ 造成を伴う場合は、現況地盤高と計画地盤高を明示すること。 

・ 造成計画の状況により、必要な測点を設定すること。（位置及び箇所数） 

 
７．見切り工、擁壁工について 
・ 見切り工、擁壁工について、名称、構造、形状、施工区間を明示すること。 

・ 隣地内の見切り工、擁壁工についても明示すること。既設、新設の区分を明示すること。 

 

８．その他 
・ 図面の縮尺、方位を明示すること。 

・ 申請種別により、許可基準の要件となる駐車場、緑地等を図示すること。 

・ 「許可宅地の宅地分譲」の申請の場合は、添付図書２３の建物配置図を土地利用計画図と読み替え

ること。 

・ 都市計画施設等の区域内での建築の場合、都市計画課（申請地が浜名区･天竜区の場合は北部都市整

備事務所）の確認・合議をすること。 
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《土地断面図》 
 
・ ２方向以上で断面をとること。 

・ 旗竿敷地形状の場合、通路部分の断面を含めること。 

・ 旗竿敷地を抱き合わせる場合又は隣接地が農地の場合は、見切り立ち上げ１０ｃｍ以上について明

示すること。 

・ 申請敷地と隣地との高低差を明示すること。 

・ 造成を伴う場合は、現況地盤高と計画地盤高のラインを図示し、造成計画（盛土高、切土高）を明

示すること。 

・ 見切工、擁壁工について、名称、構造、形状を明示すること。 

・ 隣地の見切工、擁壁工についても明示すること。 

・ 既設、新設の区分を明示すること。 

・ 図面の縮尺を明示すること。 

・ 都市計画法施行規則第 23条第 1項に基づく擁壁（義務設置擁壁）については、詳細構造図、構造計

算書を提出し、 

安全性を示すこと。（浜松市擁壁標準図による場合は、構造計算書の提出不要） 

※他法令で許可を取得する見込みの擁壁については、この限りでない。 

 

 

【都市計画法施行規則】※抜粋 

第 23 条 切土をした土地の部分に生ずる高さが二メートルをこえるがけ、盛土をした土地の部分に

生ずる高さが一メートルをこえるがけ又は切土と盛土とを同時にした土地の部分に生ずる高さが

二メートルをこえるがけのがけ面は、擁壁でおおわなければならない。（後略） 
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様式 45-1（別表 4） 

＜点検票１＞ 
 

法４３条第１項建築許可  点 検 票 
 

申請者氏名  1.2.3.4.5.6 の項目は該当する場合に点検 

申 請 種 別 
○集落内の日用品店舗 ○集落内の公益的施設 ○観光関連施設 
○農林漁業関連施設 ○工場敷地の拡張 ○沿道施設 ○地区計画区域内 

 
※津波浸水想定区域（レベル２）内のみ記入 ○自己用 ○非自己用 
１．集落内の日用品店舗等の申請のみ記入 

(1) 申請者・事業の基準 ○立地理由が法目的に適合 ○経営実績 1 年以上 資格免許等：○有 ○無 
(2) 立地の基準 ○50 戸連たん地区 ○前面道路幅員 6m 以上 
(3) 敷地の基準 ○敷地面積 1,000 ㎡未満 ○接道幅 6m以上 ○駐車場 5 台以上かつ従業員数分 
(4) 建築物の基準 ○高さ 10m 以下 ○延床 300 ㎡以下 ○付属室 1/5 以下 

２．集落内の公益的施設、医療施設、社会福祉施設、介護関連施設、幼稚園等の申請のみ記入 

(1) 申請者・事業の基準 ○立地理由が法目的に適合 ○施設証明 資格免許等：○有 ○無 
(2) 立地の基準 ○50 戸連たん地区 ○前面道路幅員 6m 以上 
(3) 敷地の基準 ○敷地面積 5,000 ㎡未満 ○接道幅 6m 以上 ○規定台数の駐車場 
(4) 建築物の基準 ○高さ 10m 以下 
３．観光関連施設の申請のみ記入 

(1) 申請者・事業の基準 ○立地理由が法目的に適合 ○経営実績 1 年以上 資格免許等：○有 ○無 
(2) 立地の基準 ○観光施設立地誘導地区 ○規定以上の前面道路幅員 
(3) 敷地の基準 ○敷地基準に適合 ○規定台数の駐車場 ○規定なし 
(4) 建築物の基準 ○建物基準に適合 ○規定なし 
４．農林漁業関連施設の申請のみ記入 

(1) 申請者・事業の基準 ○立地理由が法目的に適合 資格証明等：○有 ○無 
(2) 立地の基準 ○営農地近隣 ○その他 ／ ○規定以上の前面道路幅員 
(3) 敷地の基準 ○敷地基準に適合 ○規定台数の駐車場 ○規定なし 
(4) 建築物の基準 ○建物基準に適合 
５．工場敷地の拡張の申請のみ記入 

(1) 申請者・事業の基準 ○立地理由が法目的に適合 ○製造業 3 年以上の操業 
(2) 立地の基準 前面道路幅員：○拡張敷地面積 500 ㎡未満 二項道路以上 

○拡張敷地面積 10,000 ㎡未満 6ｍ以上 
○拡張敷地面積 10,000 ㎡以上 9ｍ以上 

(3) 敷地の基準 ○拡張敷地 既存の敷地面積以下 ○従業員数分の駐車場 ○緑地帯の設置 
(4) 建築物の基準 高さ：○10m 以下 ○既存建築物以下 
(5) その他 既存敷地：○登記簿地目「宅地」 
６．沿道施設の申請のみ記入 

(1) 申請者・事業の基準 ○立地理由が法目的に適合 ○経営実績 1 年以上 資格免許等：○有 ○無 
(2) 立地の基準 ○幅員 6m 以上の国道・県道、4 車線以上の市道の沿道 
(3) 敷地の基準 ○敷地面積 10,000 ㎡未満 ○接道幅 30m 以上 ○規定台数の駐車場 
(4) 建築物の基準 ○高さ 10m 以下 ○多目的トイレ設置 ○付属室 1/5 以下 
 コンビニ：○延床 300 ㎡以下 
《代行申請者 住所 氏名 電話番号》 
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様式 45-2（別表 4） 
＜点検票２＞ 
 

法４３条第１項建築許可  点 検 票 
 

申請者氏名  1.2.3.4.5.6 の項目は該当する場合に点検 

申 請 種 別 
○市街地縁辺集落の建築 ○旧住宅地造成事業地区内の建築 
○農林漁業協同組合事務所等 ○特定路線における沿道商業施設 
○医療拠点周辺の公益的施設・日用品店舗 ○既存病院・社会福祉施設の関連施設  

※津波浸水想定区域（レベル２）内のみ記入 ○自己用 ○非自己用 

１．「市街地縁辺集落の建築」の申請のみ記入 
(1) 立地の基準 縁辺集落名（           ） 

前面道路幅員：○専用住宅 4m 以上 ○専用住宅以外 6m 以上 

(2) 敷地の基準 敷地面積：○専用住宅 有効 200 ㎡以上 500 ㎡未満 
○専用住宅以外 有効 200 ㎡以上 1,000 ㎡未満 

 接道幅：○専用住宅 3ｍ以上 ○専用住宅以外 6ｍ以上 
 ○下水道放流 共同住宅等の場合：○戸数分の駐車場 
(3) 建築物の基準 ○高さ 10m 以下 共同住宅等の場合：○15 戸以下 
２．「旧住宅地造成事業地区内の建築」の申請のみ記入 

(1) 敷地の基準 敷地分割：○無 ○有（有効 200 ㎡以上） 
(2) 建築物の基準 ○第 2 種低層住居専用地域用途 ○高さ 10m 以下 
３．「農林漁業協同組合事務所・自治会施設・防災倉庫等」の申請のみ記入 
(1) 申請者・事業の基準 ○申請者の基準に適合 
(2) 立地の基準 ○規定以上の前面道路幅員 
(3) 敷地の基準 ○従業員数分の駐車場 ○規定なし 
(4) 建築物の基準 ○高さ 10m 以下 ○規定なし 
４．「特定路線における沿道商業施設」の申請のみ記入 

(1) 申請者・事業の基準 ○申請者の基準に適合 資格免許等：○有 □無 
(2) 立地の基準 指定特定路線沿線：○国道 152 号 ○雄踏街道バイパス 
(3) 敷地の基準 ○敷地面積 5,000 ㎡未満 ○規定台数の駐車場 ○接道幅 30m 以上  
(4) 建築物の基準 ○1 棟・平屋建て ○高さ 10m 以下 ○付属室 1/5 以下 
５．「医療拠点周辺の公益的施設・日用品店舗」の申請のみ記入 

(1) 申請者・事業の基準 ○申請者の基準に適合 ○従事年数（   ）年  資格免許等：○有 □無 
(2) 立地の基準 ○拠点施設から 500m 以内 ○前面道路 6m 以上 
(3) 敷地の基準 ○敷地基準に適合 ○規定台数の駐車場 
(4) 建築物の基準 ○建物基準に適合 
６．「既存病院・社会福祉施設の関連施設」の申請のみ記入 
(1) 申請者・事業の基準 ○申請者の基準に適合 ○施設証明 
(2) 立地の基準 ○既存施設の近接地 ○前面道路 6m 以上 
(3) 敷地の基準 ○敷地面積 5,000 ㎡未満 ○規定台数の駐車場 
(4) 建築物の基準 ○高さ 10m 以下 ○1 棟建て 
《代行申請者 住所 氏名 電話番号》 
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様式 45-3（別表 4） 

＜点検票３＞ 
 

法４３条第１項建築許可  点 検 票 
 

申請者氏名  
3 の項目は全て点検 
1.2 の該当する項目に点検 

申 請 種 別 
○子の世帯の自己専用住宅（分家 ○線引き前所有地における自己専用住宅 
○大規模既存集落における自己専用住宅（□一般集落、□特例集落） 

１．子の世帯・線引き前所有地の自己専用住宅の申請（★：子の世帯の自己専用住宅のみ点検） 

(1) 申請者の基準 ○持ち家なし ○世帯を有している（単身者の場合は 35 歳以上） 
★申請者と現土地所有者の関係：○親子 ○兄弟 ○孫 

(2) 立地の基準 ○親等の世帯・申請者の申請地の取得日が線引き前 
○50 戸連たん地区 ○親世帯等の居住地の近隣（500m 以内） 

 ★申請地の取得：○相続、贈与見込 
(3) 敷地の基準 敷地面積：○有効 200 ㎡以上 500 ㎡未満 ○有効 200 ㎡未満 
(4) 建築物の基準 ○高さ 10m 以下 ○車庫・物置面積適正 
(5) その他 申請土地の所有権以外の権利：○無し □有り（内容により権利者の承諾書添付） 

★現在の親等の世帯の所在地：○浜松市内居住 
２．大規模既存集落における自己専用住宅の申請（★：特例集落のみ点検） 
(1) 申請者の基準 ○持ち家なし ○世帯を有している 

居住歴がある者：○申請者本人 ○申請者の親 
連合自治会区名（         ） 

 居住年数：○線引き後２０年以上かつ現在も１年以上 
(2) 立地の基準 集落名：一般集落（     ） ★特例集落（     ）○50 戸連たん地区 
(3) 敷地の基準 ○敷地面積 有効 200 ㎡以上 500 ㎡未満 ○接道幅 3m 以上 
(4) 建築物の基準 ○高さ 10m 以下 ○車庫・物置面積適正 
(5) その他 申請土地の所有権以外の権利：○無し □有り（内容により権利者の承諾書添付） 
３．浜松市内へ自己専用住宅を建築する理由（全ての場合に記入）（★：子の世帯の自己専用住宅のみ点検） 
(1) 申請者所有の土地家屋 ○無（申請地を除く） 

有：○農地のみ □農地以外 □家屋有 
(2) ★親等の世帯が所有する土地家屋 ○無（申請地・居住地を除く） 

有：○農地のみ □農地以外 □家屋有 
(3) 申請者の都市計画法許可歴 ○無 ○有 
《代行申請者 住所 氏名 電話番号》 
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様式 45-4（別表 4） 
＜点検票４＞ 
 

法４３条第１項建築許可  点 検 票 
 

申請者氏名  1.2 の項目は該当する場合に点検 

申 請 種 別 
○複数敷地を利用した建替え 
○線引き前宅地の利用 

１．「複数敷地を利用した建替え」の申請のみ記入 
(1) 土地の基準 ○登記簿地目：「宅地」 ○申請地全てが線引き前宅地  

○各々の敷地に同用途の建築物が存在 
(2) 建築物の基準 ○既存建築物と同用途 高さ：○10m 以下 ○既存建築物以下 
２．「線引き前宅地の利用」の申請のみ記入 

(1) 土地の基準 登記簿地目：○宅地 ○宅地以外（既存宅地確認済みの更地） 
 線引き前宅地の判断基準 

○改正前の都市計画法第 43 条第 1 項第 6 号の確認（既存宅地の確認）を受けている。 
○線引き時点において土地登記事項証明書の地目が既に宅地（登記の日付による）。 
○宅地目的で線引き前に農地転用許可を受けている。 
○航空写真確認をしたもの。確認番号（No.     ） 
○その他（                ） 

(2) 敷地の基準 敷地面積：○有効 200 ㎡以上 ○有効 200 ㎡未満（H18.5.17（三ヶ日・天竜は H19.4.1）
より前に形成された敷地または収容事業の残地） 

 共同住宅等の場合：○敷地内に戸数分の駐車場設置 
(3) 建築物の基準 ○第 2 種低層住居専用地域用途 高さ：○10m 以下 ○既存建築物以下 
(4) その他 社会福祉施設の場合：○施設証明 
《代行申請者 住所 氏名 電話番号》 
 
  



16 
 

様式 45-5（別表 4） 
＜点検票５＞ 
 

法４３条第１項建築許可  点 検 票 
 

申請者氏名  1.2.3.4 の項目は該当する場合に点検 

申 請 種 別 
○公共事業等による移転（専用住宅） 〇開発不適区域内から移転する建築物(専用住宅) 
○公共事業等による移転（専用住宅以外のもの）〇開発不適区域内から移転する建築物(専
用住宅以外) 

１．「公共事業等による移転」（専用住宅）の申請のみ記入 

(1) 対象事業 ○浜松都市計画区域内における対象事業による移転 
(2) 申請者の基準 ○移転前の建物所有者 ○従前建築物の撤去の年度またはその前後 1 年以内のもの 
(3) 立地の基準 ○50 戸連たん地区 ○接道幅 3ｍ以上 ○前面道路幅員 4ｍ以上 
(4) 敷地の基準 敷地面積：○移転前の 1.2 倍以下または 500 ㎡未満の大きい方 ○最低有効 200 ㎡ 
(5) 建築物の基準 ○移転前と同用途 ○高さ 10m 以下 ○車庫・物置面積適正 
２．「公共事業等による移転」（専用住宅以外のもの）の申請のみ記入 

(1) 対象事業 ○浜松都市計画区域内における対象事業による移転 
(2) 申請者の基準 ○移転前の建物所有者 ○従前建築物の撤去の年度またはその前後 1 年以内のもの 
(3) 立地の基準 工場・流通業務施設以外：○幅員 6m 以上の国道・県道、1・2 級の市道の沿道 
 前面道路幅員：○敷地面積 10,000 ㎡未満 6ｍ以上 
(4) 敷地の基準 ○規定台数の駐車場設置 
 ＜併用住宅＞ 

敷地面積：○移転前の 1.2 倍以下または 500 ㎡未満の大きい方 ○最低有効 200 ㎡ 
＜併用住宅以外＞ 
敷地面積：○移転前の 1.2 倍以下 ○最低有効 200 ㎡ 

(5) 建築物の基準 ○移転前と同用途 ○高さ 10m 以下 
３．「開発不適区域内から移転する建築物」（専用住宅）の申請のみ記入 

（一般集落・特例集落共通、★：特例集落のみ点検） 

(1) 対象事業 ○市街化調整区域にある開発不適区域内からの移転 
(2) 申請者の基準 ○移転前の建物所有者 ○移転計画書により除却の期限が明確であるもの 
(3) 立地の基準 集落名：一般集落（     ）★特例集落（     ）○50 戸連たん地区 
 ○前面道路幅員 4ｍ以上 
(4) 敷地の基準 敷地面積：○移転前の 1.2 倍以下または 500 ㎡未満の大きい方 ○最低有効 200 ㎡ 
 ○接道幅 3ｍ以上 
(5) 建築物の基準 ○移転前と同用途 ○高さ 10m 以下 ○車庫・物置面積適正 
４．「開発不適区域内から移転する建築物」（専用住宅以外）の申請のみ記入 

(1) 対象事業 ○市街化調整区域にある開発不適区域内からの移転 
(2) 申請者の基準 ○移転前の建物所有者 ○移転計画書により除却の期限が明確であるもの 
(3) 立地の基準 工場・流通業務施設以外：○幅員 6m 以上の国道・県道、1・2 級の市道の沿道 

前面道路幅員：○敷地面積 10,000 ㎡未満 6ｍ以上 
(4) 敷地の基準 ○規定台数の駐車場 ○接道幅 6ｍ以上 
 ＜併用住宅＞ 

敷地面積：○移転前の 1.2 倍以下または 500 ㎡未満の大きい方 ○最低有効 200 ㎡ 
＜併用住宅以外＞ 
敷地面積：○移転前の 1.2 倍以下 ○最低有効 200 ㎡ 

(5) 建築物の基準 ○移転前と同用途 ○高さ 10m 以下 
《代行申請者 住所 氏名 電話番号》 
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様式 45-6（別表 4） 

＜点検票６＞ 
 

法４３条第１項建築許可  点 検 票 
 

申請者氏名  1.2.3.4.5 の項目は該当する場合に点検 

申 請 種 別 
○専用住宅の許可建築物の許可者移転 ○専用住宅以外の許可建築物の許可者移転 ○許可建築

物の専用住宅への用途変更・許可者移転 ○許可宅地の宅地分譲 ○やむを得ない敷地の拡張・未

接道地の敷地拡張 

１．「専用住宅の許可建築物の許可者移転（承継）」の申請のみ記入 
(1) 対象物件の基準 ○5 年以上適法に使用 ○やむを得ない事情：用途変更協議 No.（    ） 
(2) 申請者の基準 ○浜松市内居住 ○浜松市近隣に居住し勤務先が浜松市内 

○持ち家なし ○世帯を有している 
(3) 建築物の基準 ○高さ 10m 以下 ○車庫・物置面積適正 ○許可用途と同用途 
２．「専用住宅以外の許可建築物の許可者移転（承継）」の申請のみ記入 

(1) 対象物件の基準 ○5 年以上適法に使用 ○やむを得ない事情：用途変更協議 No.（    ） 
(2) 申請者の基準 ○事業実績市内で 1 年以上 資格免許等：○有 ○無  
 社会福祉施設の場合：○施設証明 
 ＜併用住宅＞ 

○浜松市内居住 ○浜松市近隣に居住し勤務先が浜松市内 
○持ち家なし ○世帯を有している 

(3) 建築物の基準 ○許可用途と同用途 高さ：○10m 以下 ○既存建築物以下 
３．「許可建築物の専用住宅への用途変更・許可者移転（承継）」の申請のみ記入 

(1) 対象物件の基準 ○20 年以上適法に使用 ○やむを得ない事情：用途変更協議 No.（    ） 
(2) 申請者の基準 ○浜松市内居住 ○浜松市近隣に居住し勤務先が浜松市内 

○持ち家なし ○世帯を有している 
(3) 建築物の基準 ○専用住宅 ○高さ 10m 以下  ○車庫・物置面積適正 
４．「許可宅地の宅地分譲」の申請のみ記入 
(1) 対象物件の基準 ○20 年以上適法に使用 ○やむを得ない事情：用途変更協議 No.（    ） 
(2) 申請者の基準 ○宅地建物取引業者 
(3) 立地の基準 前面道路幅員：○敷地面積 3,000 ㎡未満 4ｍ以上 ○敷地面積 3,000 ㎡以上 6ｍ以上 
(4) 敷地の基準 ○各区画有効 200 ㎡以上 
５．「やむを得ない敷地の拡張・未接道地の敷地拡張」の申請のみ記入 

（★：やむを得ない敷地のみ点検、☆：未接道のみ点検） 

(1) 申請者の基準 ○既存の建物所有者 ★：○5 年以上適法に居住 
(2) 敷地の基準 ★：既存敷地の宅地の種別 

○線引き前宅地（□謄本  □既存宅地確認済み地  □農地転用  □航空写真

【No.   】） 
○許可宅地 

 ○自己所有地（農地の場合のみ所有予定地） ○借地（☆：○親兄弟の所有地） 
 ★：○合計敷地面積有効 500 ㎡未満 ☆：○接道敷地の幅員 3.5m 以下 
(3) 建築物の基準 高さ：○10m 以下 ○既存建築物以下 ★：○車庫・物置面積適正 
(4) その他 既存敷地：○登記簿地目「宅地」 
《代行申請者 住所 氏名 電話番号》 
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様式 45-7（別表 4） 
＜点検票７＞ 
 

法４３条第１項建築許可  点 検 票 
 

申請者氏名  1.2.3 の項目は該当する場合に点検 

申 請 種 別 
○第 2 種特定工作物に準ずる施設 ○社会福祉施設等の敷地の拡張  
○市民農園施設 ○開発審査会承認（内容：                   ） 

１．「第 2 種特定工作物に準ずる施設」の申請のみ記入 
(1) 申請者・事業の基準 ○該当施設に適合 ○当該施設の設置者 
(2) 立地の基準 前面道路幅員：○敷地面積 10,000 ㎡未満 6ｍ以上 ○敷地面積 10,000 ㎡ 9ｍ以上  
(3) 敷地の基準 ○規定台数の駐車場 
(4) 建築物の基準 ○高さ 10m 以下 ○平屋建て 
２．「社会福祉施設等の敷地の拡張」の申請のみ記入 

(1) 申請者・事業の基準 ○5 年以上適法に使用 ○既存の建物所有者 
(2) 立地の基準 前面道路幅員：○拡張敷地面積 500 ㎡未満 二項道路以上 

○拡張敷地面積 10,000 ㎡未満 6ｍ以上 ○拡張敷地面積 10,000 ㎡以上 9ｍ以上  
(3) 敷地の基準 拡張敷地：○既存の敷地面積以下 ○従業員数分の駐車場 
(4) 建築物の基準 高さ：○10m 以下 ○既存建築物以下 
(5) その他 既存敷地：○登記簿地目「宅地」 
３．「市民農園施設」の申請のみ記入 

(1) 申請者・事業の基準 ○立地理由が法目的に適合 ○設置者の事業者証明 
(2) 立地の基準 ○市民農園内 
 前面道路幅員：○敷地面積 500 ㎡未満 二項道路以上 

○敷地面積 10,000 ㎡未満 6ｍ以上 ○敷地面積 10,000 ㎡以上 9ｍ以上 
(3) 敷地の基準 ○規定台数の駐車場 
(4) 建築物の基準 ○規定用途に適合 ○高さ 10ｍ以下 
《代行申請者 住所 氏名 電話番号》 
 
 



19 
 

様式 35（別表 4） 

建築物の新築、改築又は用途の変更 許可申請書 

都市計画法第 43 条 1 項の規定により、建築物の 

新 築 

改 築   の許可を申請します。 

用途の変更 

 

  年  月  日 

（あて先）浜 松 市 長 

許可申請者  住 所  

氏 名  

 

代理申請者  住 所  

登録番号  

氏 名  

（署名又は記名押印をしてください。） 

1. 

建築物を建築しようとする土地又

は用途の変更をしようとする建築

物の存する土地の所在、地番、地目

及び面積 

 

 

(登記面積)            ㎡ 

(実測面積)            ㎡ 

2. 
建築しようとする建築物又は用途

の変更後の建築物の用途 
 

3. 
改築又は用途の変更をしようとす

る場合は、既存の建築物の用途 
 

4. 

建築しようとする建築物又は用途

の変更後の建築物が法第 34 条第 1

号から第 10 号まで又は令第 36 条

第 1 項第 3 号ロからホのいずれか

の建築物に該当するかの記載及び

その理由 

 

5. その他必要な事項  

※ 受 付 番 号 年  月  日    第      号 

※ 許可に付した条件  

※ 許 可 番 号 年  月  日    第      号 

備考 １ 許可申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載す

ること。 

   ２ ※印のある欄は記載しないこと。 

   ３ 「その他必要な事項」の欄には、建築物の新築、改築又は用途の変更をすることについて他の

法令による許可、許可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。 

《代行申請者 住所 氏名 電話番号》 
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様式 43-1（第 21 条関係） 

 

  年  月  日 

 

（あて先） 浜 松 市 長  

 

申 請 者 住 所  

氏 名  

 

代理申請者 住 所 

登録番号 

氏 名 

 

都市計画法の規定に適合する建築物等であることの証明申請書 

 

 次のとおり都市計画法施行規則第 60 条の規定により建築物等が都市計画法の規定に適 

合している旨の証明を申請します。 

 

記 

 

建築しようとする場所  

区  域  区  分 

□ 市街化区域 

□ 市街化調整区域 

□ その他 

用 途 地 域  

開 発 行 為 の 有 無  有 ・ 無    敷地面積 
登記面積       ㎡ 

有効面積       ㎡ 

該 当 条 項 号   

内 容  

建 築 物 の 用 途   

構    造 延 べ 面 積  

造   階建 ㎡ 

《代行申請者 住所 氏名 電話番号》 
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様式 46（別表 4） 

申請概要書 

 

令第 36 条第 1 項第 1 号ロについて 

・地盤が軟弱な土地  ……  有 ・ 無 

・がけ崩れ又は出水のおそれの多い土地  ……  有 ・ 無 

※上記の土地を含む場合、安全上必要な措置の方法を記載 

（                                 ） 

 

災害イエローゾーンについて 

１．土砂災害警戒区域   ……  内 ・ 外  

２．最大規模の降雨等により浸水が想定される区域   …  内 ・ 外 

 

○開発行為の有無及び道路後退の有無 

□切土又は盛土の規模適正   □区画の変更無   □形質の変更無 

・道路後退   …  要 ・ 不要 

 

○他法令等の制限又は規制等 

・農地法許可   ……  要 ・ 不要   ・盛土規制法許可     ……  要 ・ 不要 

・都市計画道路  ……  内 ・ 外   ・災害危険区域      ……  内 ・ 外 

・都市計画公園  ……  内 ・ 外   ・急傾斜地崩壊危険区域  ……  内 ・ 外 

・風致地区    ……  内 ・ 外   ・土砂災害特別警戒区域  ……  内 ・ 外 

・埋蔵文化財   ……  内 ・ 外   ・地すべり防止区域    ……  内 ・ 外 

・河川区域    ……  内 ・ 外   ・水路占用許可      ……  要 ・ 不要 

 

立地の理由・ 

必要性 

 

事業等の内容 

（専用住宅の場合は不要です。） 

その他 
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様式 47（別表 4） 
令和  年  月  日 

確 認 書 
（あて先）浜松市長 

 
 
（甲）開発する土地の所在 

浜松市 
面積     ㎡ 

 
 
（乙）開発しない土地の所在 

浜松市 
面積     ㎡ 

 
 
（甲）の土地を開発するにあたり、その土地に隣接する（乙）の土地については、「浜松市開

発許可指導基準」の一体開発の定義により、（甲）の土地の開発行為が完了するまで新たな開

発行為ができないことを説明しました。 
 

代 理 者 住 所 氏 名 職印 

 
 
 

私は、上記代理者より、「浜松市開発指導基準」の一体開発の定義の説明を受け、（甲）の土

地の開発行為が完了するまで（乙）の土地で開発行為ができないことを承知しました。 
また、将来において土地利用の計画が変更になった場合には、行政指導に従います。 

 
 
申 請 者 住 所 氏 名  

 
 
 

 
土地所有者住所氏名  

 
 
 

 
 
※ 添付書類 

案内図（開発する区域を赤色で、開発しない区域を青色で明示） 
公図写（ 〃 ） 

※土地所有者については（甲）の土地の申請前 1 年間の土地所有者が対象となります。 
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様式 48-2（第 24 条関係） 

委   任   状 

事 務 所 所 在 地  

行 政 書 士 名   

登 録 番 号   

連 絡 先  

 

私は、都市計画法第 43 条第 1 項の規定による建築許可等を受けるため、上記の者を代理人と定

め、下記の通り権限を委任します。 

 

記 

１  委任する申請業務 

以下に記載する申請（補正、取り下げ及び許可書等の受領を含む）を行うこと。 

 

建築許可申請（都市計画法第 43 条第 1項） 

適合証明申請（都市計画法施行規則第 60 条） 

 

2  この件に係る建築しようとする土地の所在、地目、登記面積 

 

3  この件に係る建築物の用途 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  年  月  日 

申 請 者  住 所  

氏 名  

 

 

注  法 43 条建築許可と規則 60条適合証明が同時申請の場合の委任状は 1通で構いません。 
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様式 49（別表 4） 

移転計画書 

 

都市計画法第34条第8号の2に規定する市街化調整区域のうち開発不適区域内に存する建築物及

びこれに代わるべき建築物について、次のとおり申告します。なお、申告の内容に変更が生じた

場合には、その理由を添えて直ちに変更内容を申告します。 

 従前建築物 代替建築物 

建築物の概要 所在地   

開発不適区域の種類   

用途   

規模(延べ面積・最高高さ)   

構造   

建築物の所有権を 

有する者 

住所   

氏名   

工事予定時期 着手予定年月日 (除却) (建築) 

  年  月  日   年  月  日 

完了予定年月日 (除却) (建築) 

  年  月  日   年  月  日 
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様式50（別表4） 

報告書（災害ハザードエリア・緊急避難場所） 

 

 

１ 開発する土地の所在 浜松市 

２ 
該当する災害ハザード

エリア 
  

３ 想定する緊急避難場所   

 

 

 ■上表１に示す土地を開発するにあたり、該当地が上表２に示す災害ハザードエリアを含

む土地であることを確認しています。 

 

 ■上表３に示す緊急避難場所の位置及び該当地からの安全な避難経路を確認しています。

また、建築物の使用者全てに上表３に示す緊急避難場所の位置及び安全な避難経路を周

知します。 

 

 

 

申 請 者  住 所  

氏 名                            

 

 

 

※該当する災害ハザードエリアが「洪水浸水想定区域」の場合は、浜松市防災マップで確認した

河川名及び想定浸水深も記載してください。また、複数の河川の災害ハザードエリアが重なる

土地の場合は、全ての河川名及び想定浸水深を記載してください。 

※該当する災害ハザードエリアが「雨水出水想定区域」又は「高潮浸水想定区域」の場合は、浜

松市防災マップで確認した想定浸水深も記載してください。 

※ 添付書類 

  申請地、該当災害ハザードエリア、想定する緊急避難場所が表示された「浜松市防災マッ

プ」の写し（複数のハザードエリアが重なる場合はエリアごとに提出） 
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様式50（別表4） 

報告書（災害ハザードエリア・緊急避難場所） 

 

 

１ 開発する土地の所在 浜松市中央区寺脇町○○○ 

２ 
該当する災害ハザード

エリア 

 洪水浸水想定区域 

   天竜川 1.0ｍ以上 3.0ｍ未満 

   馬込川 0.5ｍ以上 1.0ｍ未満 

 高潮浸水想定区域 0.5ｍ以上 1.0ｍ未満 

３ 想定する緊急避難場所  白脇小学校 

 

 

 ■上表１に示す土地を開発するにあたり、該当地が上表２に示す災害ハザードエリアを含

む土地であることを確認しています。 

 

 ■上表３に示す緊急避難場所の位置及び該当地からの安全な避難経路を確認しています。

また、建築物の使用者全てに上表３に示す緊急避難場所の位置及び安全な避難経路を周

知します。 

 

 

 

申 請 者  住 所 浜松市中央区元城町○○○ 

氏 名 浜松 太郎 

 

住 所 浜松市中央区元城町○○○ 

氏 名 浜松 浜子 

 

※該当する災害ハザードエリアが「洪水浸水想定区域」の場合は、浜松市防災マップで確認した

河川名及び想定浸水深も記載してください。また、複数の河川の災害ハザードエリアが重なる

土地の場合は、全ての河川名及び想定浸水深を記載してください。 

※該当する災害ハザードエリアが「雨水出水想定区域」又は「高潮浸水想定区域」の場合は、浜

松市防災マップで確認した想定浸水深も記載してください。 

※ 添付書類 

  申請地、該当災害ハザードエリア、想定する緊急避難場所が表示された「浜松市防災マッ

プ」の写し（複数のハザードエリアが重なる場合はエリアごとに提出） 

  

記入例（浸水ハザード） 
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様式50（別表4） 

報告書（災害ハザードエリア・緊急避難場所） 

 

 

１ 開発する土地の所在 浜松市浜名区引佐町○○○ 

２ 
該当する災害ハザード

エリア 
 急傾斜地の崩壊危険区域（警戒区域） 

３ 想定する緊急避難場所  金指コミュニティ防災センター 

 

 

 ■上表１に示す土地を開発するにあたり、該当地が上表２に示す災害ハザードエリアを含

む土地であることを確認しています。 

 

 ■上表３に示す緊急避難場所の位置及び該当地からの安全な避難経路を確認しています。

また、建築物の使用者全てに上表３に示す緊急避難場所の位置及び安全な避難経路を周

知します。 

 

 

 

申 請 者  住 所 浜松市中央区元城町○○○ 

氏 名 浜松 太郎 

 

住 所 浜松市中央区元城町○○○ 

氏 名 浜松 浜子 

 

 

※該当する災害ハザードエリアが「洪水浸水想定区域」の場合は、浜松市防災マップで確認した

河川名及び想定浸水深も記載してください。また、複数の河川の災害ハザードエリアが重なる

土地の場合は、全ての河川名及び想定浸水深を記載してください。 

※該当する災害ハザードエリアが「雨水出水想定区域」又は「高潮浸水想定区域」の場合は、浜

松市防災マップで確認した想定浸水深も記載してください。 

※ 添付書類 

  申請地、該当災害ハザードエリア、想定する緊急避難場所が表示された「浜松市防災マッ

プ」の写し（複数のハザードエリアが重なる場合はエリアごとに提出） 

 

 

記入例（土砂ハザード） 
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都市計画法第４３条の申請の受付から交付まで 

 

■ 都市計画法第４３条に基づく建築許可の申請を行う場合、許可書の交付までの日程は、農地

法の許可と調整をはかる必要から、次の場合のいずれかとなりますので、ご承知おきくださ

い。 

なお、受付の 15 日〆切を厳守してください。 

 

（１）申請地が農地の場合(農地転用許可の面積が 3,000 ㎡超の場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (注)締切日及び許可日が土日祝日をはさむ場合は、お問合せください。 

 

 

（２）申請地が農地の場合(農地転用許可の面積が 3,000 ㎡未満の場合) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    (注)締切日及び許可日が土日祝日をはさむ場合は、お問合せください。 

 

  

農転受付 

15 日 

受付〆切 

農転許可書交付 

月末 
22 日頃 

受付期間 
25 日 

43 条許可書交付 

農転受付 

15 日 

受付〆切 

農転許可書交付 

月末 
15 日頃 

受付期間 
25 日 

43 条許可書交付 
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（３）申請地が農地でない場合（山林・原野・宅地等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）都市計画法第 43 条 建築許可申請 手数料 
 

※ 浜松市収入証紙を申請書鑑の手数料欄に添付して下さい。 

 

 

申請敷地面積 金  額 

～ 1,000 ㎡未満 ６，９００円 

1,000 ～ 3,000 ㎡未満 １８，０００円 

3,000 ～ 6,000 ㎡未満 ３９，０００円 

6,000 ～ 10,000 ㎡未満 ６９，０００円 

10,000 ㎡以上 ９７，０００円 

 

 

 

 

 

 

43 条許可書交付 随時受付 

審査期間２週間程度 


